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中高層建築・開発事業 紛争調整条例について 
  
 

相模原市役所第１別館４階  建築政策課 
   電話（直通）０４２－７６９－８２５３ 

 
 

相模原市中高層建築物の建築及び開発事業に係る紛争の調整等に関する条例（抄） 
 

 

 

(目的) 

第１条 この条例は、中高層建築物の建築に係る計画の事前公開並びに中高層建築物の建築及び開発事業に

係る紛争の解決のためのあっせん及び調停に関し必要な事項を定めることにより、紛争の予防と調整を図り、もって

良好な近隣関係の保持に資することを目的とする。 

(用語の意義) 

第２条（抄）この条例において使用する用語の意義は、次に定めるもののほか、建築基準法及び建築基準法施

行令の例による。 

(1) 中高層建築物 都市計画区域のうち次の表の左欄に掲げる用途地域等の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に定める建築物をいう。 

用 途 地 域 等 中 高 層 建 築 物 

第一種中高層住居専用地域、 
第二種中高層住居専用地域、 
第一種住居地域、第二種住居地域、
準住居地域、準工業地域、 
用途地域の指定のない区域(市街化区域
及び調整区域内に存するものを除く。) 

高さが１２ｍ以上 
又は地階を除く階数が４以上の建築物 

近隣商業地域 
商業地域 
工業地域 

高さが１５ｍ以上又は地階を除く階数が５以上の建築物。 
ただし、高さが１２ｍ以上又は地階を除く階数が４以上の建築物
で、当該建築物により冬至日の真太陽時による午前８時から午後
４時までの間において平均地盤面に日影が生ずる範囲内で、 
かつ、当該建築物の敷地の境界線からの水平距離がその高さの２
倍以内の範囲に住居系地域、準工業地域又は用途地域の指定
のない区域(市街化区域及び市街化調整区域内に存するものを
除く。)がある場合にあっては、当該建築物 

工業専用地域 
 
用途地域の指定のない区域(市街化区域及
び調整区域内に存するものに限る。) 

高さが１２ｍ以上又は地階を除く階数が４以上の建築物で、 
当該建築物により冬至日の真太陽時による午前８時から午後４
時までの間において平均地盤面に日影が生ずる範囲内で、 
かつ、当該建築物の敷地の境界線からの水平距離がその高さの２
倍以内の範囲に、住居系地域、準工業地域又は用途地域の指
定のない区域(市街化区域及び市街化調整区域内に存するもの
を除く。)がある場合の当該建築物 

 
※２１戸（室）以上の建築、事業区域１千㎡以上の建築は「開発事業」に当たるため、 

標識設置届と説明結果報告書は、開発事業基準条例の同書類と兼ねることができます。 
 

読みやすくするため、表記を一部変えています。原文は相模原市例規集にあります。 
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(2) 開発事業 相模原市開発事業基準条例第２条第３号に規定する開発事業のうち、開発条例第2条の2

の規定の適用を受けるものをいう。 

(3) 開発事業区域 前号に規定する開発事業に係る土地の区域をいう。 

(4) 開発者 第２号に規定する開発事業を行おうとする者をいう。 

(5) 建築主 中高層建築物の建築を行おうとする者(法人のときはその代表者又は従業者を含む。)をいう。ただ

し、開発者を除く。 

(6) 工事施工者等 中高層建築物又は開発事業に関する設計者、工事施工者又は工事監理者をいう。 

 

(7) 隣接住民 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める範囲内に土地を所

有する者又は建築物の全部若しくは一部を占有若しくは所有する者 

区 分 範 囲 

中高層建築物の建築 

 (開発事業に係るものを除く。) 

中高層建築物の敷地の境界線からの水平距離が１０ｍ以内の範囲 

及び中高層建築物の敷地の境界線からの水平距離が 

中高層建築物の高さの２倍以内の範囲で、かつ、 

冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間に 

中高層建築物の日影が平均地盤面に生ずる範囲 

中高層建築物の建築を 
伴わない開発事業 

開発事業の開発事業区域の境界線からの水平距離が１０ｍ以内の範囲 

中高層建築物の建築を伴う 
開発事業 

中高層建築物の敷地の境界線からの水平距離が 

中高層建築物の高さの２倍以内の範囲で、かつ、 

冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間に 

中高層建築物の日影が平均地盤面に生ずる範囲及び 

開発事業区域の境界線からの水平距離が１０ｍ以内の範囲 

(8) 周辺住民 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める周辺住民に該当す

る者及び開発条例第 2 条第 8 号イ及びウに規定する者。ただし、隣接住民を除く。 

区 分 周 辺 住 民 

中高層建築物の建築 

 (開発事業に係るものを除く。) 

中高層建築物の敷地の境界線からの水平距離が 

中高層建築物の高さの２倍以内の範囲に土地を所有する者又は 

建築物の全部若しくは一部を占有若しくは所有する者 

中高層建築物の建築を 
伴わない開発事業 

開発事業区域の境界線からの水平距離が２０ｍ以内の範囲に土地を
所有する者又は建築物の全部若しくは一部を占有若しくは所有する者 

中高層建築物の建築を伴う 
開発事業 

中高層建築物の敷地の境界線からの水平距離が 

中高層建築物の高さの２倍以内の範囲及び 

開発事業区域の境界線からの水平距離が２０ｍ以内の範囲に土地を

所有する者又は建築物の全部若しくは一部を占有若しくは所有する者 

 

(9) 紛争 中高層建築物の建築又は開発事業に伴って発生すると予想される日照、通風、騒音、振動その他

の周辺の生活環境に及ぼす影響に関する隣接住民及び周辺住民と建築主、開発者又は工事施工者等との

間の紛争をいう。 

(適用除外) 

第３条（抄）この条例の規定は、仮設建築物を建築する場合は、適用しない。 
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(市⾧の責務) 

第４条 市⾧は、紛争を未然に防止するよう努めるとともに、紛争が生じたときは、迅速かつ適正に調整するよう努め

なければならない。 

(建築主及び開発者並びに隣接住民及び周辺住民の責務) 

第５条 建築主及び開発者は、紛争を未然に防止するため、中高層建築物の建築及び開発事業を計画するに当

たっては、当該中高層建築物の用途及び規模並びに開発事業の内容並びに地域の特性に応じ、次に掲げる事

項その他周辺の生活環境に及ぼす影響に十分配慮し、もって良好な近隣関係を損なわないよう努めなければなら

ない。 

(1) 隣接住民又は周辺住民の住居の日照に関する事項 
(2) 隣接住民の住居の居室の観望に関する事項 
(3) 当該中高層建築物の敷地及び開発事業区域に接する道路の交通安全に関する事項 
(4) その他周辺の生活環境に影響を与えると予測される事項 

２ 建築主及び開発者並びに隣接住民及び周辺住民は、紛争が生じたときは、相互の立場を尊重し、互譲の精

神をもって、自主的に解決するよう努めなければならない。 

(工事施工者等の協力義務) 

第６条 工事施工者等は、前条に規定する建築主又は開発者の責務を認識し、紛争の防止及び解決のため協

力しなければならない。 

(工事中の措置) 

第７条 建築主、開発者及び工事施工者等は、中高層建築物の建築又は開発事業に係る工事を行うに当たり、

工事中の騒音、振動及び粉じんの飛散の防止並びに歩行者、車両、隣接する家屋等の安全対策に努め、隣接

住民及び周辺住民の生活環境を害さないよう必要な措置を講じなければならない。 

(電波障害対策) 
第８条 建築主及び開発者は、建築物の建築によってテレビジョン放送の電波の受信について障害が発
生することが予想されるときは、あらかじめ必要な調査を行い、障害が生じた場合は、必要な措置を講じ
なければならない。 
(標識の設置) 

第９条（抄）建築物の建築を行おうとする者は、当該建築により予定される建築物が中高層建築物に
該当する場合(増築を含む。)は、隣接住民又は周辺住民に建築に係る計画の周知を図るため、当該
建築に係る敷地内の見やすい場所に、規則で定める事項を記載した標識を設置しなければならない。 

２ 建築主は、前項の規定により標識を設置したときは、速やかにその旨を届け出なければならない。 
３～５ 略 

(建築計画の説明等) 
第１０条（抄）建築主は、中高層建築物を建築しようとするときは、隣接住民に、建築に係る計画の
内容について個別又は説明会の方法により説明しなければならない。ただし、市⾧がやむを得ない理由
があると認めるときは、この限りでない。 

２ 建築主は、前項に規定するほか、周辺住民から申出があったときは、その申出に従い建築に係る計画
の内容について個別又は説明会の方法により説明しなければならない。 

３ 建築主は、前 2 項の規定による説明をしたときは、当該説明の状況及び第 5 条第 1 項の規定により
配慮した事項の内容を記載した報告書を提出しなければならない。 

４～６ 略 
(審査) 

第１１条 市⾧は、前条第 3 項に規定する報告書を受理したときは、その日から起算して２０日以内に
その形式について審査を終了させ、文書をもってその旨を建築主に通知するものとする。 

２ 市⾧は、前項に規定する期間内に審査を終了することができない正当な理由があると認めるときは、その理由を

付し、当該期間内に、文書をもってその旨を建築主に通知するものとする。 
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(あっせん) 

第１２条 市⾧は、建築主又は開発者と隣接住民又は周辺住民(以下「当事者」という。)の双方から紛争の調整

の申出があったときは、あっせんを行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、市⾧は、当事者の一方から調整の申出があった場合において、相当の理由があると

認めるときは、あっせんを行うことができる。 

３ 前２項の申出は、中高層建築物の建築又は開発事業の計画に係る紛争の場合は、当該中高層建築物の建

築又は当該開発事業に係る工事の着手前に行わなければならない。ただし、当該工事により発生した騒音、振動、

粉じんの飛散その他工事の実施に係る紛争については、当該工事の完了時までに申出を行うことができる。 

４ 市⾧は、あっせんを行う場合においては、当事者の双方の主張の要点を確かめ、紛争が解決されるよう努めなけ

ればならない。 

(あっせんの打切り) 

第１３条 市⾧は、あっせんによっては紛争の解決の見込みがないと認めるときは、あっせんを打ち切ることができる。 

(調停) 

第１４条 市⾧は、前条の規定によりあっせんを打ち切った場合において、必要があると認めるときは、当事者に対し、

調停に移行するよう勧告することができる。 

２ 市⾧は、前項の規定により勧告した場合において、当事者の双方がその勧告を受諾したときは、調停を行う。 

３ 前項の規定にかかわらず、市⾧は、当事者の一方が第１項の規定による勧告を受諾した場合において、相当の

理由があると認めるときは、調停を行うことができる。 

４ 市⾧は、調停を行うに当たって必要があると認めるときは、調停案を作成し、当事者に対し、期間を定めてその受

諾を勧告することができる。 

５ 市⾧は、調停を行うに当たっては、相模原市建築及び開発事業紛争調停委員会の意見を聴かなければならな

い。 

(調停の打切り) 

第１５条 市⾧は、当事者間に合意が成立する見込みがないと認めるときは、調停を打ち切ることができる。 

２ 前条第４項の規定による勧告が行われた場合において、定められた期間内に当事者から受諾する旨の申出が

ないときは、当該当事者間の調停は、打ち切られたものとみなす。 

(出頭等) 

第１６条 市⾧は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、当事者又は工事施工者等に対し出頭を求

め、その意見を聴き、又は関係図書の提出を求めることができる。 

(工事の着手の延期等の要請) 

第１７条 市⾧は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、建築主又は開発者に対して期間を定めて

工事の着手の延期又は工事の停止を要請することができる。 

(公表) 

第１８条 市⾧は、第１６条の規定による出頭若しくは関係図書の提出を求め、又は前条の規定による工事の着

手の延期若しくは工事の停止の要請をした場合において、その求め又は要請を受けた者がその求め又は要請に正

当な理由なく応じないときは、その旨を公表することができる。 

(委任) 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成２年 4 月 1 日から施行する。 
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相模原市中高層建築物の建築及び開発事業に係る紛争の調整等に関する条例 施行規則（抄） 

 
第１条～第３条 略 

(標識の様式) 
第４条 条例第 9 条第 1 項の標識は、別記様式による。 

(標識の設置場所) 
第５条 建築主は、標識を道路に接する建築予定地の部分(建築予定地が２以上の道路に接するとき

は、それぞれ道路に接する当該土地の部分)に、地面から標識の下端までの高さがおおむね１ｍとなる
よう設置しなければならない。 
(標識の設置期間) 

第６条 標識の設置期間は、建築基準法の規定による確認申請等をしようとする日前少なくとも６０
日から当該標識の設置に係る建築工事が完了する日までとする。 
(標識の設置方法等) 

第７条 建築主は、風雨等のため容易に破損せず、又は倒壊しない方法で標識を設置するとともに、記
載事項がその設置の期間中不鮮明にならないように標識を維持管理しなければならない。 
(標識の設置届) 

第８条 条例第９条第２項の届出は、標識設置届に別表に掲げる図書を添付して行わなければならない。 
(建築計画の変更) 

第９条 建築主は、当該中高層建築物の建築計画について、次の各号のいずれかに掲げる変更をしたときは、速や
かに建築計画変更届により届け出なければならない。この場合において、前条の規定により提出した添付図書の
記載内容に変更があるときは、当該変更に係る図書を提出しなければならない。 
(1) 建築物としての同一性が失われない範囲における敷地面積又は建築物の建築面積、延べ面積、高さ若し

くはその他の変更であって周辺の生活環境に及ぼす影響が少ないもので市⾧が認めたもの 
(2) 隣接住民及び周辺住民の生活環境が改善されると市⾧が認めたもの 
(3) 建築主若しくはその代理者、設計者又は工事施工者の氏名又は住所の変更(当該変更に係る者が法人

である場合は、当該法人の名称又は所在地の変更) 
２ 建築主は、前項第１号又は第２号に掲げる変更をしたときは、説明を行った隣接住民及び周辺住民に対して、

当該変更した事項を説明しなければならない。ただし、市⾧が軽微な変更であると認めたときは、この限りでない。 
３ 建築主は、第１項各号に掲げる変更をしたときは、速やかに、標識の記載事項を訂正しなければならない。 

(建築計画の中止) 
第１０条 建築主は、中高層建築物の建築を取り止めようとするときは、建築計画中止届により届け出なければな

らない。 
２ 前項の規定にかかわらず、開発条例の規定により取下届が提出されたときは、前項の届出とみなす。 

 (説明すべき事項等) 
第１１条 条例第１０条の規定による説明は、標識設置後速やかに開始しなければならない。 
2 条例第１０条第１項本文及び第２項の規定に基づき説明すべき事項は、次に掲げる事項とする。 
(1) 中高層建築物の敷地の位置、形態及び規模、敷地内における中高層建築物の位置並びに付近

の建築物の位置の概要 
(2) 中高層建築物の形態、規模及び構造の概要並びに用途 
(3) 中高層建築物の工期、工法、作業方法等 
(4) 中高層建築物の工事による危害の防止策 
(5) 中高層建築物の建築に伴って発生すると予想される周辺の生活環境に及ぼす影響及びその対策 
(説明会等の報告) 

第１２条 条例第１０条第３項の規定による報告は、説明結果報告書又は説明会結果報告書に配
慮事項検討書及びテレビジョン放送の電波の受信障害の調査に関し専門的知識を有する者が作成し
た受信障害に関する調査報告書(※机上検討によるもので結構です。)を添付して行わなければならな
い。 

第１３条～第２６条 略 

読みやすくするため、表記を一部変えています。原文は相模原市例規集にあります。 
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別表(第 8 条関係) 
 明示すべき事項 
標識を設置した 
状況の写真 

□標識を設置した状況の写真を撮影した位置及び方向を明示した図 
□標識を設置した状況及び標識の記載内容が分かる写真 

付近見取図 □縮尺 □方位 □道路 □目標となる地物 □工事車両の経路 

配置図 

□縮尺 □方位 □敷地の境界線 □敷地内における建築物の位置 
□建築しようとする建築物と他の建築物との別 □駐車施設 □ごみ集積所 
□擁壁の位置 □門及び塀の位置 □土地の高低 
□敷地に接する道路の位置及び幅員 □隣地境界線からの建物の離れ 

各階平面図 □縮尺 □方位 □間取り □各室の用途 □開口部の位置 

２面以上の立面図 □縮尺 □開口部の位置 □階段室、昇降機塔、装飾塔等の位置 
□バルコニーその他これに類するものの周囲に設けられる手すり壁等の仕様  

２面以上の断面図 
□縮尺 □床の高さ □各階の高さ □軒及びひさしの出 □軒の高さ 
□建築物の高さ 

隣接住民の一覧表 
□隣接住民の住所及び氏名、 
□土地の所有者、建物の所有者又は建物の占有者の区分 

現況図 

□縮尺 □方位 □敷地の境界線 □敷地内における建築物の位置 
□建築しようとする建築物と他の建築物との別 
□敷地の接する道路の位置及び幅員 
□敷地の境界線及び開発事業区域の境界線から水平距離で１０ｍの線 

及び建築しようとする建築物の高さの２倍の線 
□敷地の境界線から水平距離で当該建築物の高さの２倍以内にある 

隣接住民に係る土地及び建築物の位置並びに 
当該建築物が冬至日の真太陽時における午前８時から午後４時までの 
１時間ごとの各時刻に平均地盤面に生じさせる日影の形状 

 
別記様式(第 4 条関係) 
 横  ９ ０ ｃ ｍ 以 上  

縦  
 

90 
cm 

以 上  

建築計画のお知らせ 

建築物の名称  
建築予定地の
地名地番 

 

用 途  敷地面積 ㎡ 
建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡ 
構 造  基礎工法  

階 数 
地上 地下 

高 さ 
ｍ 階 階 

着工予定 年  月  日 完了予定 年  月  日 

建 築 主 
（住所）  
（氏名） 電話  （  ） 

設 計 者 
（住所）  
（氏名） 電話  （  ） 

工事施工者 
（住所）  
（氏名） 電話  （  ） 

標識設置年月日 年  月  日 

・この標識は、相模原市中高層建築物の建築及び開発事業に係る紛争の調整
等に関する条例第９条第１項の規定により設置したものです。 

・上記建築計画についての説明の申し出は、下記へ御連絡ください。 
(連絡先) 住所 
     氏名              電話   (   ) 

 



標識設置届（第8条関係）

建築主 住所

氏名

電話 　（　　　　　）

住　所

氏　名

住　所

氏　名

住　所

　氏　名

記載要領

　３　届出人の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記入を自署で行う場合には、

　　押印を省略することができます。

設　計　者

工事監理者

　　記載してください。

　２　建築主の住所及び氏名の欄は、法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名を

　１　※印のある欄は、記入しないでください。

℡　　　（　　　　）

工事施工者
℡　　　（　　　　）

用途地域 指定建ペイ率　　　　　　　％

℡　　　（　　　　）

　地上　　　　　階　・　地下　　　　階

用　　途

　　　　　　　　　　　戸（うち単身世帯住戸数　　　　　　　　戸）

着工予定 　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日 完了予定 　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　指定容積率　　　　　　　　　％

建築予定地の所在

※　受　付　番　号

標識設置年月日

建

築

計

画

の

概

要

防火地域等 　防火地域　・　準防火地域　・　無指定 階　数

建築物の名称

住戸数

　　　　　　年　　　月　　　日　相模原市長　あて

　相模原市中高層建築物の建築及び開発事業に係る紛争の調整等に関する条例第9条

第2項の規定により届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　月　　　　　　　　　日

高　さ

使用形態 　分譲　・　賃貸　・　自己使用

（第１面）

標　識　設　置　届

構　造

基礎工法 工事種別 　新築　・　増築　・　改築　・　移転
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標識設置届

（以下略）

標識設置位置図

備考

１　標識設置写真の撮影位置及び方向を明示すること。

２　標識設置写真（遠景及び近景のもの）を添付すること。

（第３面）

建

築

計

画

の

概

要
添

付

図

書

（第２面）

合　　計

82　面　以　上　の　立　面　図

1

2

5

4

配　　　　　置　　　　　図

各　　階　　平　　面　　図

　　　　　　　　㎡

（　　　　　　㎡）

付　　近　　見　　取　　図

（　　　　　　㎡）

建ペイ率

標識設置及び記載内容写真

建　築　面　積 　　　　　　　　㎡

延  べ  面  積

容積対象延べ面積

　　　　　　　　㎡ 　　　　　　　　㎡

3

6

　　　　　　　　　　％

（　　　　　　㎡）

2　面　以　上　の　断　面　図

現況図（日影図を含む。）

敷　地　面　積

　　　　　　　　　　％容積率

7

　　　　　　　　㎡

近隣住民の一覧表

構　造

計　画　部　分 そ　　　の　　　他既　存　部　分

　　　　　　　　㎡ 　　　　　　　　㎡
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●現況図作成例（中高層建築物及び住民の範囲） 

※ 現況図作成の留意点 

① 敷地境界線から 10ｍのラインを記入する。 

② 平均地盤面における冬至日の午前 8 時から午後 4 時までの日影を記入する。 

③ 敷地境界線から建築物の高さの 2 倍のラインを記入する。 

（高さは，建築基準法施行令第２条第１項第６号による。） 

④ 説明対象者に ABC・・・等の記号を記入し、隣接住民一覧表と整合性をはかること。 

⑤ 各敷地境界線を記入する。 

⑥ 方位、縮尺を記入する。 

⑦ 道路幅員、道路名を記入する。 

⑧ 主要用途、構造、階数を記入する。 

⑨ 空地については、利用状況（駐車場、畑等）を記入する。 

⑩ 申請地を赤線で囲む。 

 

隣接住民（説明しなければならない範囲） 

A Ｃ Ｄ Ｅ Ｇ は、土地の所有者と、建物の所有者と、建物の占有者に説明をする。 

Ｂ Ｆ Ｈ は、土地の所有者に説明をする。 

周辺住民（申出により説明する範囲） 

 い ～ へ 土地所有者、建物所有者又は建物の占有者から申し出があった場合に説明をする。 

 

 

 

●説明の注意点 
①説明会を行った場合に、説明会に出席することができなかった隣接住民に

は、必ず個別訪問により説明してください。 
②隣接住民が不在の場合、２日以上に分けて３回以上訪問し、同日に訪問する 

場合は、最低６時間以上時間を空けてください。 
それでも不在の場合は、資料の投函にて説明の完了とみなします（不在時の
資料投函は、１回目や２回目の訪問時でも可としますが、必ず３回以上訪問
してください）。また、説明結果報告書に、その経過を記載してください。 

③説明対象者が遠方に在住している場合は、説明資料を郵送することで、説明 
の完了とみなします。遠方とは、相模原市外とします。 

 





説明結果報告書　（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　相模原市長　　あて　　　　　　　　　　　　　　　　　

　記載要領

　　相模原市中高層建築物の建築及び開発事業に係る紛争の調整等に関する条例第10条

　    説　明　の　概　要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　電話　　　　　　（　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      建　築　予　定 

　１　建築主の住所及び氏名の欄は、法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏名を記載
　　してください。
　２　届出人の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記入を自署で行う場合には、押印

　　を省略することができます。

説　明　結　果　報　告　書

　（第１面）

地　の　所　在

　第3項の規定により報告します。

建築物の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築主　　　住所
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説明結果報告書　

説明をした相手 建築物等 説　明 説明者
の住所 ・ 氏名 の  用  途 年月日 氏　名

　（第２面）

　（注）　種の欄は、Ａ：建築物の占有者（居住者等）　、　Ｂ：建築物の所有者　、　Ｃ：土地の所有者

意見に対する回答

　　　　　のいずれかの種別記号を記入してください。

Ｎｏ 種

個　別　説　明　経　過　書　

説明をした
相手の意見
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プライバシー対策として、外階段の位置を変更
し、さらに目隠しを兼ねて敷地の境界に沿って植
栽する。

駐車場の出入口を通学路となっていない道路側
に設置し、交通安全を考慮した。

作業時間は午前8時から午後6時までとする。
また、日曜祭日は作業は行わない。ただし、周辺
に影響のない内装等の軽作業を除く。

誘導員を配置し、通行上支障のないよう安全に
努める。また、路上駐車をしないよう管理につい
ても徹底する。

工事内容を事前に看板で表示し、防護ネット等に
より落下物の危険の防止を行う。工事現場に
は、一般の人が出入できないよう仮囲いを設け
る。

現場には責任者を置き、現場作業と近隣住民と
がトラブルを起こさないよう十分監督する。また、
外に連絡先を明記した看板を設置する。

その他

共同受信アンテナの維持管理の方法及び費用負担については、施
設加入者と協議を行い、協定を締結する。

共同受信施設等の
維持管理方法

机上検討を行った結果、別図のとおり受信障害が起きることが予測
される。障害予測戸数は１００戸で、これらの住戸には電波障害対策
の説明を行った。
また、建物完成後に改めて受信状況調査を行い、障害範囲を確定し
たい。

配  慮  事  項

テ
レ
ビ
ジ

ョ
ン
放
送
の
電
波
の
受
信
障
害
の
対
策

受信障害予測

対策
計画建築物の屋上に、共同受信アンテナを設置する。
また、工事完成まで１年以上の長期にわたるので、建設作業足場の
最上部に共同受信アンテナを仮設し、応急処置をとりたい。

隣接住民又は周
辺住民の住居の日
照　に関する事項

隣接住民の住居の
居室の観望に関す
る事項

敷地に接する道路
の交通安全に関す
る事項

工事安全対策

工事現場の管理体
制

第7号様式（第12条関係）

備　　　考

作業時間及び休
日の作業

工事車両対策

配慮事項検討書

配　　慮　　状　　況

その他周辺の住環
境に与えると予測
される事項

近隣住民と工事協定を結び、工事上の安全を図
ると共に、居住者にも自治会に加入するよう指導
し、住民と協調していく。

北側に住宅が密集しているので、日影規制の限
界の高さより高さを1ｍ低くし、改善を図った。

一
般
事
項

（記載例）
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紛争調整条例の手続き（開発事業を除く。） 

②標識設置届の提出 

①標識の設置 

③建築計画の説明 
 （図面で説明する） 

④説明結果報告書の提出 

⑥建築確認申請 

建築主 

建築主 

市 

市 

市／民間確認検査機関 

建築計画 

⑤審査終了通知 
（原則２０日以内） 

建築確認申請をしようと
する６０日前には標識
を設置すること。 


